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横浜市個人情報保護審議会 
 



 

答申にあたって 
 

 
 横浜市では、平成 12 年７月に市が保有する個人情報を保護の対象とした横浜市個人情報

の保護に関する条例を制定し、総合的な個人情報保護体制を整備してきました。 

 また、平成 14 年 12 月には、他都市に先駆け職員に対する罰則規定を設けるなど個人情

報保護制度の充実を図ってきました。 

 さて、来る平成 17 年 4 月には、国における個人情報の保護に関する法律をはじめとする

個人情報保護関連５法が全面施行されます。 

これらの法施行を契機とした横浜市個人情報の保護に関する条例の見直しを行うととも

に、昨今の個人情報保護に関する市民意識の高まりに対応し、本市における個人情報保護

体制の充実を図るため、平成 16 年 6 月 16 日、当審議会に以下の事項について諮問されま

した。 

１ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行を契機とした横浜市個人

情報の保護に関する条例の規定の見直しについて 

２ 横浜市における個人情報保護体制の充実について 

 諮問後鋭意検討を進め、8月 4日に「中間報告」をまとめ、8月 5日から 9月 3日までの

間、広く市民のご意見を募集しました。 

この度、市民から寄せられた意見を踏まえ、諮問 1についての答申をまとめました。 

 なお、諮問２については、市民から寄せられた意見を参考に小委員会で検討を進め、年

内を目途に答申をまとめる予定です。 
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１ 諮問１関係 

(1) 実施機関について(第２条第 1項) 

現在実施機関に含まれている横浜市立大学は、平成 17 年４月から地方独立行政法人と
なり、実施機関から除外されるが、引き続き個人情報に関し適正な取扱いを図る必要があ
るため、実施機関に加えることが適当である。 

 

(説 明) 

１ 実施機関（第２条第１項）についての基本的な考え方 

  地方自治法及び地方公営企業法等の規定により、独立して事務を管理し、執行する機

関を実施機関としている。 

２ 実施機関についての検討 

現在実施機関に含まれている横浜市立大学は、平成 17 年４月から地方独立行政法人と

なり、実施機関から除外されるが、引き続き個人情報の適正な取扱いを図る必要がある

ため、市が設立した地方独立行政法人を実施機関に追加する。 

 
 
【参考】 
現行の実施機関 
(１) 市長（横浜市立大学が含まれている。） 
(２) 議長 
(３) 公営企業管理者 
(４) 教育委員会 
(５) 選挙管理委員会 
(６) 人事委員会 
(７) 監査委員 
(８) 農業委員会 
(９) 固定資産評価審査委員会 
(10) 規則で定める市の機関（現在規則では定めていない。） 
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(２) 横浜市個人情報保護審議会への付議案件の拡大について(第 32 条等) 

現在の審議会は、第 32 条第３項の電子計算機処理をする個人情報を保護するための電
子計算機処理の管理運営に関する重要な事項については、諮問がなくても審議できるが、
それ以外の事項については実施機関からの諮問に基づいて審議することとされている。し
かし、個人情報の保護の重要性はますます高まっていることから、個人情報の保護に関す
る重要な事項について実施機関からの諮問を前提とせず審議できるように改正すること
が適当である。 
 
また、現在、電子計算機処理に係る個人情報を扱う事務の委託に伴う措置は審議事項（第

13 条第２項）、手作業処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に伴う措置は報告事項
（第 13 条第３項）となっているが、手作業処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に
伴う措置についても、審議事項とすることが適当である。 
 
さらに、個人情報ファイルの保有及び個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に登載し

ないことについて審議事項とすることが適当である。 

 

 (説 明) 

１ 電子計算機処理以外の個人情報の保護に関する重要な事項 

現在の審議会は、第 32 条第１項及び第２項に基づき、実施機関からの諮問に応じ個人

情報の保護に関する重要な事項を審議している。 

一方、第 32 条第３項では、電子計算機処理をする個人情報を保護するため、電子計算

機処理の管理運営に関する重要な事項について実施機関からの諮問を要さず、実施機関

に意見を述べることができるとされている。 

個人情報の保護の重要性はますます高まっていることから、電子計算機処理以外の個

人情報の保護に関する重要な事項についても実施機関からの諮問を前提とせず審議でき

るように改正する必要がある。 

２ 手作業処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に伴う措置 

現在、手作業処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に伴う措置は報告事項（第 13

条第３項）に止まっているが、手作業処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に伴う

措置についても、受託先における個人情報の適正な取扱いを確保するためには、審議会

において事前に審議する必要があるため、審議事項とする。 

３ 個人情報ファイルの保有等 

行政機関個人情報保護法は、個人情報ファイルの保有等に関する事前通知(第 10 条)及

び個人情報ファイル簿の作成及び公表(第 11 条)について定めており、これらを参考とし

た規定の新設にあたり、個人情報ファイルの保有及び個人情報ファイルを個人情報ファ
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イル簿に登載しないことについて審議事項とすることが適当である。 

 

【参考】 
現行の審議事項及び報告事項  
１ 審 議 事 項 

本人以外からの個人情報の収集（第７条第４項） 
(1) 思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれが

ある個人情報の収集（第７条第４項） 
(2) 実施機関以外のものに対する個人情報の目的外の提供(第９条第３項） 

(3) 
個人情報の電子計算機処理の開始 
(第 11 条第１項） 

(4) 
思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれが
ある個人情報の電子計算機処理（第 11 条第３項） 

(5) 
実施機関以外のものと通信回線その他の方法による電子計算機の結合（第 12
条第２項） 

第32条 
第１項 

(6) 
電子計算機処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に伴う措置（第 13 条第
２条） 

第32条第２項 実施機関から諮問を受けた個人情報の保護に関する重要な事項 

第32条第３項 
電子計算機処理をする個人情報を保護するため、電子計算機処理の管理運営に
関する重要な事項 

第28条第４項 是正の申出(Ｐ４参照)  

第34条第３項 市長の勧告に従わない事業者の公表 

２ 報 告 事 項 

(1) 個人情報取扱い事務の開始・変更・廃止の届出（第６条第３項） 

当該実施機関内部における個人情報の目的外利用（第９条第４項） 
(2) 

他の実施機関への個人情報の提供（第９条第４項） 

(3) 手作業処理に係る個人情報を取り扱う事務の委託に伴う措置（第 13 条第３項） 
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(３) 是正の申出等について(第 28 条) 

現在、是正の申出における審議会の意見は申出者に直接送付されていないが、申出者に
会長名で伝えることが適当である。 
 
また、申出者が希望する場合で、審議会が必要と認めるときは、申出者に対し、口頭
で意見を述べる機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を認めることが
できる旨の規定を設けるなどの改正を図り、制度の充実を図ることが適当である。 
 
さらに、自己に関しない個人情報の取扱いについての苦情申出・処理制度を新たに設け
ることが適当である。苦情等については、実施機関は審議会に報告するものとし、さらに
重要な事項については、審議会で諮問を前提とせず、自己発議により審議することが適当
である。 

 
（説 明） 

  現行条例第 28 条第 1項に基づき、実施機関が自己に関する個人情報を第６条から第９

条までのいずれかの規定に違反して取り扱っていると認めるときは、当該実施機関に対

し、当該個人情報の取扱いの是正の申出をすることができることとされている。その結

果については、同条第５項に基づき実施機関から申出者に対し、書面により是正の申出

に係る処理の内容を通知しなければならないとされている。 

このため、審議会の意見は実施機関に通知されているものの申出者には直接送付され

ていないが、申出者に会長名で直接伝えることとすべきである。 

また、申出者が希望する場合で、審議会が必要と認めるときは、申出者に対し、口頭

で意見を述べる機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を認めることが

できる旨の規定を設けるなどの改正を図り、制度の充実を図ることが適当である。 

さらに、新たに、苦情の申出・処理制度を設け、自己の個人情報に関しない事項であ

っても横浜市の保有する個人情報全般について、問題があると認めるときは、苦情を申

し出ることができるようにする。この苦情等については、実施機関は申出内容及びどの

ように対処したかを審議会に報告するものとする。さらに重要な事項については、審議

会で諮問を前提とせず、自己発議により審議することが適当である。 
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(４) 事業者の取扱いについて(第 34 条) 

平成 17 年４月の個人情報保護法の全面施行に向け、市民及び事業者団体への積極的な
広報・ＰＲを行うことが適当である。 
 
現在、民間事業者における個人情報の取扱いに関する苦情の処理等に関する窓口が設置
されていないが、苦情申出・処理制度を新たに設けることが適当である。 
苦情等については、実施機関は審議会に報告するものとし、さらに重要な事項について
は、審議会で諮問を前提とせず、自己発議により審議することが適当である。 
事業者が個人情報を著しく不適正に取り扱っている場合等には、第 34 条に基づき勧告、
公表等を行うことが適当である。 
なお、現在の 34 条は雑則に定められているが、今後重要な条文となる可能性があるの
で、条文の位置等を検討することが適当である。 

 
（説 明） 

１ ガイドラインの作成について  

国においては、平成 17 年４月の個人情報保護法の全面施行に向け、平成 16 年４月２

日に基本方針を閣議決定し、これまでに県内において事業者等に対する説明会を２回開

催(神奈川県・川崎市・横浜市と共催)するなど周知に努めている。 

現在、横浜市においては事業者に対するガイドライン等は作成していないが、今後作

成する場合は国が作成したものと重複する可能性が高いため、新たに設けるよりも市民

及び事業者団体への積極的な広報・ＰＲを行うべきである。 

２ 苦情の処理等に関する窓口 

現在、民間事業者における個人情報の取扱いに関する苦情の処理等に関する窓口が設

置されていないが、平成 17 年４月からは、個人情報保護法が施行され、民間事業者に対

し、個人情報の適正な管理等が求められる。 

さらに、市民の個人情報保護に関する意識は高まっているため、苦情申出・処理制度

を新たに設けることが適当である。 
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 (５) 罰則について(第 40 条) 

行政機関個人情報保護法は、国の行政機関の職員若しくは職員であった者又は受託業務
に従事している者若しくは従事していた者を対象とし、個人情報の取扱いに係る義務違反
について、構成要件を厳格にした上で、条例より厳しい罰則規定を規定しているので、法
を参考に罰則規定を改正することが適当である。 
 
また、実施機関の職員等に加え、横浜市の個人情報を扱うすべてのもの（アルバイト、
ボランティア、本市と協働事業を行うＮＰＯの従事者、受託業者の従業員、本市の受託業
者から再委託を受けた事業者の従業員、指定管理者の従業員等）に対し、罰則の適用を検
討することが適当である。ただし、罰則の運用にあたっては、個人情報への配慮の必要性
を周知するとともに、過度に民との協働を阻害しないよう配慮する必要がある。 
 
市長、副市長、審査会・審議会等の委員などの特別職の公務員についても、守秘義務違
反に対する罰則を設けることが適当である。 

 
（説 明） 

横浜市では、平成 14 年 12 月に条例の一部改正を行い、他都市に先駆け実施機関の職

員を罰則の適用対象としてきたが、今回、行政機関個人情報保護法を参考に罰則規定を

改正することが適当である。 

また、本市と協働事業を行うＮＰＯとの関係が今後さらに深まり、本市の個人情報を

扱う機会が増えると考えられるが、本市の情報が漏えいした場合その被害は同じなので、

同様に罰則を適用する必要がある。ただし、罰則の運用にあたっては、個人情報への配

慮の必要性を周知するとともに、過度に民との協働を阻害しないよう配慮する必要があ

る。 

市長、副市長、審査会・審議会等の委員などの特別職の公務員についても、守秘義務

違反に対する罰則を設けることが適当である。 
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 (６) その他  

  行政機関個人情報保護法を参考とした個人情報保護条例の規定の見直しを行うこと

が適当である。 

ア 行政機関個人情報保護法の定義(第２条)を参考に、個人情報の定義の改正及び保

有個人情報、個人情報ファイル、本人の定義の追加を行う。(条例第２条) 

イ 行政機関個人情報保護法の定義(第３条)を参考に、「取り扱う事務の目的」を「利

用目的」に改める等の表現整理を行う。(条例第７条等) 

ウ 行政機関個人情報保護法の個人情報ファイルの取扱い及び個人情報ファイル簿

の作成についての規定を新設する。 



- 8 - 

２ 中間報告についての市民意見募集結果 
 

(１) 意見の提出期間 

平成 16 年８月５日(木)から平成 16 年９月３日(金)まで 

(２) 意見の提出方法 

郵送、持参、ファクシミリ、電子メール 

(３) 公表方法 

ア 横浜市のホームページへの掲載 

イ 市民局市民情報センター及び各区役所区政推進課広報相談係で資料を配布 

(４) 市民からの意見募集の結果 

   ア 意見提出者数 １０（個人９、団体１） 

イ 受付方法別件数及び項目別意見数 

 合計 郵送 持参 ファクシミリ 電子メール 項目別意見数 

個人 ９ ４ ２ ２ １ １８ 

団体 １ ０ １ ０ ０ ２３ 

合計 １０ ４ ３ ２ １ ４１ 

 
ウ 審議会、審査会別項目別意見数 

 項目別意見数 

審議会 ２６ 

審査会 １５ 

合 計 ４１ 
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(５) 横浜市個人情報保護審議会の中間報告について 
中間報告項目 頁 市民意見要旨 審議会の考え方 

中間報告は、横浜市が個人情報保護を
さらに進めていくという内容であり、
賛成です。【共通】 

原案どおり 

全般 － 行政、民間ともに個人情報の漏えいが
相次いでいるので、市役所は、個人情
報保護のための対策をしっかり実行
してほしい。 

原案どおり 
(ご意見を参考に検討してまいりま
す。) 

地方独立行政法人となる横浜市立大
学を実施機関とすることは賛成する。 

原案どおり 

１ 諮問１関係 
(1) 実施機関に
ついて【共通】 

１ 

指定管理者についても実施機関とす
るなどして、条例の規制を及ぼすべき
である。 

原案どおり 
(個人情報取扱件数5,000件以上の事
業者については、個人情報取扱事業
者として個人情報保護法の適用対象
となります。 
個人情報取扱事業者に該当する場合
は、本人開示、個人情報を適正に取
り扱う義務が課されています。 
また、条例では、指定管理者の従業
員に対し、違反した場合には罰則を
適用してまいります。) 

(2) 審議会への
付議案案件の
拡大について 

２ 
賛成である。 原案どおり 

(3) 是正の申出
等について 

４ 

利用停止請求権が規定されるにして
も、是正申出制度はより広く個人情報
保護のあり方の是正を求めるための
受け皿として存続させるべきである。
そして、是正申出について、審議会意
見の申出者への直接送付、意見陳述等
の手続きはぜひ実現すべきである。
「自己の個人情報に関しない事項で
個人情報に問題があるとき」の苦情申
出・処理制度の新設、審議会の自己発
議による審議にも賛成する。 

原案どおり 

 
 
 
 
(4) 事業者の取
扱いについて 
 
 
 

 
 
 
５ 
 
 
 
 
 

先日架空請求のメールを受け取りま
したが、消費生活総合センターのホー
ムページを見て、何もせず無視するこ
とが一番良いと書いてありましたの
でそのとおりにしました。個人情報が
どこから流出しているのかを消費生
活総合センターで調べて、架空請求に
よる被害の拡大を予防してほしい。 

原案どおり 
(市において経済局等と調整中で
す。) 
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レンタルビデオ店で、会員登録をしよ
うとしたら当然という感じで免許書
のコピーをとられた。新聞で、「勝手
にコピーされそうになっても断れる」
とあったが、言えなかった。横浜市が
私に代わりに勝手にコピーを取って
はいけないということを言ってほし
い。 

原案どおり 
(市において事業者が個人情報を適
正に取り扱うよう周知を図る予定で
す。) 

苦情申出・処理制度が市民の感じてい
る不安を解決してくれるような制度
となるように横浜市に期待している。 

 
 
 
 
 
(4) 事業者の取
扱いについて 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
５ 

個人情報の関係で心配なことがあっ
たら、気軽に相談できる窓口を設けて
ほしい。 

原案どおり 
(市において市民が利用しやすい苦
情申出・処理制度を設ける予定で
す。) 

罰則の改正には反対しない。 原案どおり 
(5) 罰則について 
【共通】 

６ 罰則は個人のプライバシーを大切に
扱う動機づけにするためにも、重くす
る方向で改正してほしい。 

原案どおり。 
(現条例より罰則を重くする予定で
す。) 

内部の体制作りもさることながら、市
民・情報主体の立場に立った運用と、
違反行為のチェックがどれだけでき
るかが重要である。 

原案どおり 
(ご意見を参考に検討してまいりま
す。) 

罰則だけでなく、プライバシーの保護
についてできる限りの対策を実施し
てほしい。 

原案どおり 
(ご意見を参考に検討してまいりま
す。) 

横浜市では、誰が、いつ、どのように
個人情報を漏えいしたかわかるよう
になっているのだろうか。パスワード
やＩＤカードの管理をしっかり行っ
ていないならば、いくら罰則を強化し
ても無駄である。職員の意識改革をき
ちんと行ってほしい。 

原案どおり 
(市においては、職員の意識改革のた
め、パスワードやＩＤカードの適正
管理を含む職員研修を行っておりま
す。) 

２ 諮問２関係 
(横浜市における個
人情報保護体制の充
実について) 

８ 

私の会社でも顧客の個人情報保護に
関して具体的にどのようにすれば良
いか悩んでいる。横浜市は民間にとっ
ても見本となるような施策を打ち出
してほしい。 

原案どおり 
(ご意見を参考に検討してまいりま
す。) 

３ その他   

目的規定【共通】 

高度情報化社会において基本的人権
としてのプライバシーを保護するこ
とが条例の目的である旨明示するこ
と。 

個人情報保護の重要性に鑑み、現行
条文にはこの趣旨を含んでいます。 

オンライン結合について、原則禁止を
維持すること。 

現行規定を維持します。 

オンライン結合 
オンライン結合により情報の漏えい
等の問題が生じないかについて調査
するための規定、問題が生じたとわか
った場合に結合を切断するための規
定を設けること。 

条例第 8 条第 2 項の運用で行ってお
ります。 
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第三者機関の改善 

苦情等に迅速に対応できる独任制の
機関を設けること。 

今回、苦情等については審議会の関
与を強め、審議会への報告を求め、
重要なものについては諮問を前提と
せずに審議することとしていますの
で、独任制の機関を設ける必要はな
いと考えております。 

センシティブ情報の収集を原則とし
て禁止する規定を維持すること。 

現行規定を維持します。 
現行規定を維持すべき
点 個人情報の利用目的の変更は認めず、

目的外利用として対処すること。 
現行規定を維持します。 

個人情報の取扱い 

業者からのＤＭや電話による勧誘が
頻繁にあり、先日情報をどこから入手
したのか聞いたところ、区役所でお金
を支払いさえすれば可能であるとの
ことでした。これでプライバシーは守
れるのでしょうか。個人情報保護につ
いてしっかり対応してほしい。 

今後、個人情報保護の課題として検
討してまいります。 

区役所等相談窓口の整
備 

先日、区役所の窓口に行ったところ、
カウンターがオープンになっていて
他人に相談内容が聞かれてしまうこ
とに驚きました。職員はプライバシー
に関することをあまり気にする様子
もなく、事務的に進めていました。 
職員の意識を高めてもらい、施設面で
も個人情報に配慮してほしい。 

今後改善すべき課題として市に工
夫・改善を求めていきます。 

町内会名簿 

町内会名簿を作成するため、名前と電
話番号を記入するように言われまし
た。一人暮らしで女性名だと不安で
す。このような時代に作るのはいかが
かと思います。 

今後、個人情報保護の基本的な考え
方の周知を図ってまいります。 

決裁区分 

情報公開・本人開示請求に対する処分
の専決権者を現在の局長から課長及
び出先機関の長に変更し、不服審査後
の情報公開・本人開示請求に対する処
分の専決権者は現行どおり局長及び
行政委員会とするよう各実施機関の
規則・規定を整備すること。 

決裁権限の取扱いについては、法令
の定めるところにより決定していま
す。 
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(参考) 横浜市情報公開・個人情報保護審査会の中間報告について 
中間報告項目 頁 市民意見要旨 審査会の考え方 

全般【共通】 － 
中間報告は、横浜市が個人情報保護を
さらに進めていくという内容であり、
賛成です。 

原案どおり 

地方独立行政法人となる横浜市立大
学を実施機関とすることは賛成する。 

原案どおり 

１ 実施機関につ
いて【共通】 

１ 

指定管理者についても実施機関とす
るなどして、条例の規制を及ぼすべき
である。 

原案どおり 
(個人情報取扱件数5,000件以上の事
業者については、個人情報取扱事業
者として個人情報保護法の適用対象
となります。 
個人情報取扱事業者に該当する場合
は、本人開示、個人情報を適正に取
扱う義務が課されています。 
また、条例では、指定管理者の従業
員に対し、違反した場合には罰則を
適用してまいります。) 

２ 個人情報の定
義について 

２ 
死者の個人情報も除外しないことは
賛成である。 

原案どおり 

３ 本人開示請求
について 

３ 

任意代理による本人開示請求を今後
とも認めることに賛成する。 

原案どおり 
(なお、任意代理等に関して安易な取
扱いを防止するため、より詳細な委
任の確認方法を、条例施行規則に規
定すべきと考えております。) 

利用停止請求権を規定することに賛
成する。 

原案どおり 

５ 訂正請求及び
利用停止請求に
ついて 

６ 
停止請求がされた場合には、原則とし
て仮に利用を停止する制度も設ける
べきである。 

原案どおり 
(利用停止請求がなされた時点で利
用停止する制度を設けることには検
討すべき課題が多いと考えておりま
す。) 

６ 職員の個人情
報について 

７ 
職員の個人情報を適用除外しないこ
とについては賛成する。 

原案どおり 

罰則の改正には反対しない。 原案どおり 
７ 罰則について
【共通】 

８ 罰則は個人のプライバシーを大切に
扱う動機づけにするためにも、重くす
る方向で改正してほしい。 

原案どおり 
(現条例より罰則を重くしていま
す。) 

その他   

目的規定【共通】 

高度情報化社会において基本的人権
としてのプライバシーを保護するこ
とが条例の目的である旨明示するこ
と。 
 
 
 
 
 

個人情報保護の重要性に鑑み、現行
条文にはこの趣旨を含んでいます。 
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個人情報の範囲 

本人開示等の請求権の対象となる個
人情報は、その本人のために作成され
た文書に限らず、他人の個人情報が多
くを占める文書中の個人情報も含む
ものとして運用すべきである。 

開示請求権の及ぶ範囲 

現在、当事者情報が記録されている公
文書に対する閲覧請求に対しては、本
人以外の情報を第三者情報として不
開示としたり、対象外としているが、
全部開示処分とする解釈・運用を行う
こと。 

条例において本人開示請求の対象と
なるのは、自己に関する個人情報で
あり、これ以外の情報は本人開示請
求の対象とはなりません。また、自
己に関する個人情報であっても、条
例に規定する非開示事由に該当する
場合は、非開示となります。このた
め、ご意見のような運用はできない
と考えています。 

不服申立後の審査会で
の審理 

現在、不服申立後の審査会での審理
は、情報公開・本人開示請求に対する
処分(以下「原処分」という。)そのも
のを審理しているが、原処分を内部審
査した後の最終決定案としての「決定
処分」をもって審理を行うこと。 

行政不服審査法上、不服申立てに対
する応答は行政庁が行うこととされ
ていますので、条例により決定処分
の審理を行う制度を設けることは困
難です。 

第三者機関の改善 

個人の権利の行使が認められなかっ
た場合に、簡易迅速に救済を受けるた
めに審査会の手続きを改善すること。 

当審査会においても、部会制を採用
し、審査回数を増やすなど、審議の
迅速化に努めており、さらに審査会
の体制を拡充することが必要である
と考えています。 
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資料 1 
 

市 市 情 第 ３ ３ 号 

平成 16 年６月 16 日 

 

横浜市個人情報保護審議会 

会長 大木 章八 様 

 

横浜市長 中田 宏 

 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例の改正及び 

横浜市における個人情報保護体制の充実について（諮問） 

 

 本市では、平成 12 年に市が保有する個人情報を保護の対象とした横浜市個人情報の保護

に関する条例を制定し、総合的な個人情報保護体制を整備してきました。 

 国における行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等が、平成 17 年 4 月に施行

されます。 

これらの法施行を契機とした横浜市個人情報の保護に関する条例の見直しを行うととも

に、昨今の個人情報保護に関する市民意識の高まりに対応し、本市における個人情報保護

体制の充実を図るため、横浜市個人情報の保護に関する条例第 32 条第２項の規定に基づき、

次の事項を諮問します。 

  

１ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行を契機とした横浜市個人

情報の保護に関する条例の規定の見直しについて 

２ 横浜市における個人情報保護体制の充実について 
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資料２ 
横浜市個人情報保護審議会委員名簿 

 

氏  名 職     名 

◎ 大 木  章 八 弁護士 

清 野  幾久子 明治大学法科大学院助教授 

田 中  ル リ 人権擁護委員 

仁 平  正 夫 弁護士 

糠 塚  康 江 関東学院大学教授 

藤 森  立 男 横浜国立大学大学院教授 

○ 森 谷  冝 暉 産能大学教授 

（◎は会長、○は会長職務代理者） 
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資料３ 

審 議 の 経 過 

 

回 開催日 審議内容 

第 29 回 
平成 16 年 

６月 16 日 
諮問内容の説明 

第 30 回 ６月 30 日 条例改正等の論点の検討 

第 31 回 ７月 14 日 条例改正等の論点の検討 

第 32 回 ７月 28 日 中間報告の内容検討 

第 33 回 ９月 22 日 答申の内容検討 
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横浜市個人情報の保護に関する条例 

平成12年2月25日 
横浜市条例第2号 

目次 
第１章 総則(第１条―第５条) 
第２章 実施機関が保有する個人情報の保護 
第１節 個人情報の適正な取扱いの確保(第６条―第14条) 
第２節 個人情報の本人開示及び訂正の請求等(第15条―第31条) 

第３章 横浜市個人情報保護審議会(第32条) 
第４章 雑則(第33条―第39条) 
第５章 罰則(第40条) 
附則 

 
第１章 総則 

(目的) 
第１条 この条例は、個人情報を保護するために、その適正な取扱いに関し必要な事項を定めるとともに、
横浜市(以下「市」という。)が保有する個人情報の本人開示及び訂正を請求する権利を明らかにすること
により、個人の権利利益を保護し、市政の適正かつ公正な運営を図ることを目的とする。 
(定義) 
第２条 この条例において「実施機関」とは、市長、議長、公営企業管理者、教育委員会、選挙管理委員会、
人事委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会並びに規則で定める市の機関をいう。 
２ この条例において「個人情報」とは、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別さ
れ得るものをいう。ただし、法人その他の団体に関して記録された情報に含まれる当該法人その他の団体
の役員に関する情報及び事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。 
(実施機関の責務等) 
第３条 実施機関は、この条例の目的を達成するため、個人情報の保護について必要な措置を講ずるととも
に、あらゆる施策を通じて個人情報の保護に努めなければならない。 
２ 実施機関の職員は、職務上知ることができた個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。その職を
退いた後も、同様とする。 
(事業者の責務) 
第４条 事業者(法人その他の団体(国及び地方公共団体を除く。)及び事業を営む個人をいう。以下同じ。)
は、個人情報の保護の重要性を認識し、その保有する個人情報の取扱いに伴う個人の権利利益の侵害の防
止について必要な措置を自ら講ずるよう努めるとともに、個人情報の保護に関する市の施策に協力しなけ
ればならない。 
(市民の責務) 
第５条 市民は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報を適切に取り扱い、他人の権利利益を侵害す
ることのないよう努めなければならない。 

 
第２章 実施機関が保有する個人情報の保護 
第１節 個人情報の適正な取扱いの確保 

(個人情報取扱事務の届出) 
第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務(一時的な使用であって、短期間に廃棄され、又は消去される
個人情報を取り扱う事務その他規則で定める事務を除く。)を開始しようとするときは、あらかじめ、次に
掲げる事項を市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、同様とする。 
(1) 個人情報を取り扱う事務の名称 
(2) 個人情報を取り扱う事務を所掌する組織の名称 
(3) 個人情報を取り扱う事務の目的 
(4) 個人情報の対象者の範囲 
(5) 個人情報の記録項目 
(6) 個人情報の収集方法 
(7) 第９条第１項ただし書の規定により個人情報の利用又は提供を経常的に行うときは、その利用の範囲
又は提供先 

(8) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 
２ 実施機関は、前項の規定による届出に係る個人情報を取り扱う事務を廃止したときは、その旨を市長に

資料４ 
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届け出なければならない。 
３ 市長は、第1項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を第32条第１項に規定する横浜市
個人情報保護審議会(以下「審議会」という。)に報告するものとする。この場合において、審議会は、実
施機関に対し、当該報告に係る事項について意見を述べることができる。 
４ 市長は、第1項の規定による届出に係る事項について、一般の閲覧に供するものとする。 
(収集の制限) 
第７条 実施機関は、個人情報を収集しようとするときは、個人情報を取り扱う事務の目的を明確にし、当
該事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 
２ 実施機関は、個人情報を収集しようとするときは、本人から収集しなければならない。ただし、次の各
号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
(1) 法令若しくは条例(以下「法令等」という。)の定め又は実施機関が法令上従う義務のある国等の機関
の指示があるとき。 

(2) 本人の同意があるとき。 
(3) 出版、報道等により公にされているとき。 
(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。 
(5) 所在不明その他の事由により、本人から個人情報を収集することが困難なとき。 
(6) 争訟、選考、指導、相談等の事務を執行するために個人情報を収集する場合において、本人から当該
個人情報を収集したのでは、当該事務の目的を達成することができないと認められるとき、又は当該事
務の適正な執行に著しい支障が生ずると認められるとき。 

(7) 第9条第1項ただし書の規定により、他の実施機関から個人情報の提供を受けるとき。 
(8) 前各号に掲げるもののほか、実施機関が公益上特に必要があると認めるとき。 
３ 実施機関は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれがある個人情
報を収集してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
(1) 法令等の定め又は実施機関が法令上従う義務のある国等の機関の指示があるとき。 
(2) 前号に掲げるもののほか、実施機関が公益上特に必要があると認めるとき。 
４ 実施機関は、個人情報を第２項第８号に掲げる事由により本人以外のものから収集しようとするとき、
又は前項に規定する個人情報を同項第２号に掲げる事由により収集しようとするときは、あらかじめ、審
議会の意見を聴かなければならない。 
(適正な維持管理) 
第８条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務の目的を達成するために必要な範囲内において、個人情報を
正確かつ最新の状態に保つよう努めなければならない。 
２ 実施機関は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止その他の個人情報の適正な管理のために
必要な措置を講じなければならない。 
３ 実施機関は、保有する必要がなくなった個人情報を確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければなら
ない。ただし、歴史的資料として保存する必要があるものについては、この限りでない。 
(利用及び提供の制限) 
第９条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務の目的以外の目的(以下「目的外」という。)のために、当該
個人情報を当該実施機関の内部において利用し、又は当該実施機関以外のものに提供してはならない。た
だし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
(1) 法令等の定め又は実施機関が法令上従う義務のある国等の機関の指示があるとき。 
(2) 本人の同意があるとき。 
(3) 出版、報道等により公にされているとき。 
(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。 
(5) 前各号に掲げるもののほか、実施機関が公益上特に必要があると認めるとき。 
２ 実施機関は、前項ただし書の規定により個人情報を目的外のために利用し、又は提供するときは、当該
個人情報に係る本人及び第三者(本人以外の個人及び法人その他の団体をいう。以下同じ。)の権利利益を
不当に侵害することのないようにしなければならない。 
３ 実施機関は、個人情報を第1項第5号に掲げる事由により目的外のために実施機関以外のものに提供しよ
うとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。 
４ 実施機関は、個人情報を第1項第5号に掲げる事由により目的外のために利用し、又は他の実施機関に提
供したときは、その旨を審議会に報告するものとする。 
(提供先への措置の要求等) 
第10条 実施機関は、前条第１項ただし書の規定により個人情報を目的外のために実施機関以外のものに提
供しようとする場合において、必要があると認めるときは、当該提供を受けるものに対し、当該提供に係
る個人情報について、使用目的及び使用方法の制限その他の必要な制限を付し、又は適正に取り扱うため
の必要な措置を講ずることを求めなければならない。 
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(電子計算機処理の制限) 
第11条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務について、新たに電子計算機による処理(以下「電子計算機処
理」という。)を行おうとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。ただし、一時
的又は試験的な個人情報を取り扱う事務に係る電子計算機処理その他規則で定める電子計算機処理を行お
うとするときは、この限りでない。 
２ 実施機関は、第７条第３項に規定する個人情報を取り扱う事務について、電子計算機処理(前項ただし書
に規定する電子計算機処理を除く。次条及び第13条において同じ。)を行ってはならない。ただし、次の各
号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
(1) 法令等の定め又は実施機関が法令上従う義務のある国等の機関の指示があるとき。 
(2) 当該事務の目的を達成するために不可欠であり、かつ、本人の権利利益を不当に侵害するおそれがな
いと認められるとき。 

３ 実施機関は、前項に規定する個人情報を取り扱う事務に係る電子計算機処理を同項第2号に掲げる事由に
より行おうとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。 
(電子計算機の結合の制限) 
第12条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務に係る電子計算機処理を行う場合において、実施機関以外の
ものと通信回線その他の方法により電子計算機の結合をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに
該当するときは、この限りでない。 
(1) 法令等の定め又は実施機関が法令上従う義務のある国等の機関の指示があるとき。 
(2) 前号に掲げるもののほか、実施機関が公益上特に必要があると認めるとき。 
２ 実施機関は、前項第2号に掲げる事由により実施機関以外のものと電子計算機の結合を行おうとするとき
は、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。 
(事務の委託に伴う措置) 
第13条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務の全部又は一部を実施機関以外のものに委託しようとすると
きは、当該個人情報を保護するための必要な措置を講じなければならない。 
2 実施機関は、前項の個人情報を取り扱う事務のうち電子計算機処理が行われるものを新たに実施機関以外
のものに委託しようとするときは、同項の個人情報を保護するための必要な措置について、あらかじめ、
審議会の意見を聴かなければならない。 
3 実施機関は、前項の規定により審議会の意見を聴いた場合を除き、第1項の規定により新たに委託をした
ときは、当該個人情報を保護するために講じた必要な措置について、審議会に報告するものとする。この
場合において、審議会は、実施機関に対し、当該報告に係る事項について意見を述べることができる。 
(不当な目的での使用禁止) 
第13条の２ 実施機関の職員は、職務上知ることができた個人情報を自己又は第三者の利益に供するため個
人的に使用する等不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も、同様とする。 
(受託者の義務等) 
第14条 個人情報を取り扱う事務の委託を受けた者(以下「受託者」という。)は、第13条第１項の個人情報
を保護するために講ぜられた必要な措置に従うとともに、自らも個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざ
んの防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
２ 受託者並びに当該事務に従事している者及び従事していた者は、当該事務に関して知ることができた個
人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 
 

第２節 個人情報の本人開示及び訂正の請求等 
(本人開示請求権) 
第15条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関の保有する自己に関する
個人情報の開示を請求することができる。 
2 法令の定めるところにより代理権を有する者その他規則で定める者(以下「代理人」という。)は、本人に
代わって開示を請求することができる。 
(本人開示請求の手続) 
第16条 前条の規定による開示の請求(以下「本人開示請求」という。)は、次に掲げる事項を記載した書面(以
下「本人開示請求書」という。)を実施機関に提出してしなければならない。 
(1) 本人開示請求をする者の氏名及び住所 
(2) 本人開示請求に係る個人情報を特定するに足りる事項 
(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 
２ 前項の規定により本人開示請求書を提出する際、本人開示請求をしようとする者は、実施機関に対し、
自己が当該本人開示請求に係る個人情報の本人又はその代理人であることを証明するために必要な書類で
規則で定めるものを提出し、又は提示しなければならない。 
３ 実施機関は、本人開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、本人開示請求をした者(以下「本人
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開示請求者」という。)に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、
実施機関は、本人開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 
(開示しないことができる個人情報) 
第17条 実施機関は、本人開示請求に係る個人情報が次の各号に掲げる事由(以下「非開示事由」という。)
のいずれかに該当するときは、当該個人情報を開示しないことができる。 
(1) 法令等若しくは横浜市会会議規則(昭和43年５月横浜市会規則第1号)第100条の定めるところ又は実
施機関が法令上従う義務のある国等の機関の指示により、本人に開示することができないとき。 

(2) 個人の評価、診断、判定、選考、指導、相談等に関する個人情報であって、開示することにより、事
務の適正な執行に著しい支障が生ずるおそれがあるとき。 

(3) 市の機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務に関する個人情報であって、開示することによ
り、次に掲げるおそれその他当該事務の性質上、当該事務の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあると
き。 
ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若
しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 
イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国又は他の地方公共団体の財産上の利益又は当事者と
しての地位を不当に害するおそれ 
ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 
エ 市、国又は他の地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害
するおそれ 

(4) 第三者に関する情報を含む個人情報であって、開示することにより、当該第三者の正当な権利利益を
侵害するおそれがあるとき。 

(5) 未成年者の代理人により本人開示請求が行われた場合であって、開示することが当該未成年者の利益
に反すると認められるとき。 

 (個人情報の一部開示) 
第18条 実施機関は、本人開示請求に係る個人情報の一部に非開示事由に該当する個人情報が含まれている
場合において、当該非開示事由に該当する個人情報の部分を容易に区分して除くことができるときは、本
人開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示するものとする。ただし、当該部分を除いた部分
に有意の個人情報が記録されていないと認められるときは、この限りでない。 
(個人情報の存否に関する情報) 
第19条 本人開示請求に対し、当該本人開示請求に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、非
開示事由に該当する個人情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該個人情報の存否を明らかに
しないで、当該本人開示請求を拒否することができる。 
(本人開示請求に対する決定等) 
第20条 実施機関は、本人開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨の決定をし、
本人開示請求者に対し、その旨並びに開示をする日時及び場所を書面により通知しなければならない。 
２ 実施機関は、本人開示請求に係る個人情報の全部を開示しないとき(前条の規定により本人開示請求を拒
否するとき、及び本人開示請求に係る個人情報を保有していないときを含む。以下同じ。)は、開示しない
旨の決定をし、本人開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
３ 実施機関は、第1項の決定を行う場合において、当該本人開示請求に係る個人情報に第三者に関する情報
が含まれているときは、当該第三者の意見を聴くことができる。 
(開示決定等の期限) 
第21条 前条第1項及び第2項の決定は、本人開示請求があった日の翌日から起算して14日以内にしなければ
ならない。ただし、第16条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、
当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に規定
する期間を本人開示請求があった日の翌日から起算して60日以内に限り延長することができる。この場合
において、実施機関は、本人開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通
知しなければならない。 
(理由付記等) 
第22条 実施機関は、第20条第1項の規定により本人開示請求に係る個人情報の一部を開示しないとき、又は
同条第２項の規定により本人開示請求に係る個人情報の全部を開示しないときは、本人開示請求者に対し、
同条第１項又は第２項に規定する書面にその理由を示さなければならない。この場合において、当該理由
は、開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適用する根拠が、当該書面の記載自体から理解され得
るものでなければならない。 
２ 実施機関は、前項の場合において、同項の個人情報に係る決定の日から１年以内に、その全部又は一部
を開示できることが明らかであるときは、その旨を本人開示請求者に通知するものとする。 
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(開示の実施) 
第23条 個人情報の開示は、当該個人情報が記録されている次の各号に掲げる行政文書(横浜市の保有する情
報の公開に関する条例(平成12年２月横浜市条例第１号。以下「情報公開条例」という。)第２条第２項に
規定する行政文書をいう。以下同じ。)の区分に応じ、当該各号に定める方法により行う。 
(1) 文書、図画又は写真にあっては、当該個人情報に係る部分の閲覧又は写しの交付 
(2) フィルムにあっては、当該個人情報に係る部分の視聴、閲覧又は写しの交付(マイクロフィルムに限
る。) 

(3) 電磁的記録にあっては、当該個人情報に係る部分の視聴、閲覧、写しの交付その他の電磁的記録の種
類、情報化の進展状況等を勘案して規則で定める方法 

２ 前項各号の視聴又は閲覧の方法による個人情報の開示にあっては、実施機関は、当該個人情報が記録さ
れた行政文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他合理的な理由があるときは、その写
しによりこれを行うことができる。 
３ 第16条第２項の規定は、第１項の規定により個人情報の開示を受ける者について準用する。 
(開示手続の特例) 
第24条 実施機関があらかじめ定める個人情報については、第16条第１項の規定にかかわらず、当該実施機
関が定める簡易な方法により本人開示請求をすることができる。 
２ 実施機関は、前項の規定による本人開示請求があったときは、第20条から前条までの規定にかかわらず、
当該実施機関が定める方法により、速やかに、当該個人情報を開示するものとする。 
(訂正請求権) 
第25条 第23条第１項の規定により開示を受けた自己に関する個人情報に事実の誤りがあると認める者は、
実施機関に対し、当該個人情報の訂正(追加及び削除を含む。以下同じ。)の請求(以下「訂正請求」という。)
をすることができる。 
２ 第15条第２項の規定は、前項の規定による訂正請求について準用する。 
(訂正請求の手続) 
第26条 前条の規定による訂正請求は、次に掲げる事項を記載した書面(以下「訂正請求書」という。)及び
訂正請求の内容が事実に合致することを証明する資料を実施機関に提出してしなければならない。 
(1) 訂正請求をする者の氏名及び住所 
(2) 訂正請求に係る個人情報を特定するに足りる事項 
(3) 訂正請求の内容 
(4) 前3号に掲げるもののほか、規則で定める事項 
２ 第16条第２項及び第３項の規定は、前条第１項の規定による訂正請求について準用する。 
(訂正請求に対する決定等) 
第27条 実施機関は、訂正請求に係る個人情報の全部又は一部について訂正をするときは、その旨の決定を
し、速やかに、当該個人情報の訂正を行った上で、当該訂正請求をした者に対し、その旨を書面により通
知しなければならない。 
２ 実施機関は、訂正請求に係る個人情報の全部について訂正をしないときは、その旨の決定をし、速やか
に、当該訂正請求をした者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
３ 前２項の決定は、訂正請求があった日の翌日から起算して30日以内にしなければならない。ただし、前
条第２項において準用する第16条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日
数は、当該期間に算入しない。 
４ 第21条第２項の規定は、前3項の規定による訂正請求に対する決定について準用する。 
５ 第22条第１項の規定は、第１項及び第２項の規定による訂正請求に係る個人情報の全部又は一部の訂正
をしないときについて準用する。 
(是正の申出) 
第28条 何人も、実施機関が自己に関する個人情報を第６条から第９条までのいずれかの規定に違反して取
り扱っていると認めるときは、当該実施機関に対し、当該個人情報の取扱いの是正の申出をすることがで
きる。 
２ 前項の規定による是正の申出(以下「是正の申出」という。)は、次に掲げる事項を記載した申出書を実
施機関に提出してしなければならない。 
(1) 是正の申出をする者の氏名及び住所 
(2) 是正の申出に係る個人情報を特定するに足りる事項 
(3) 是正の申出の内容 
(4) 前３号に掲げるもののほか、規則で定める事項 
３ 第15条第２項及び第16条第２項の規定は、第1項の規定による是正の申出について準用する。 
４ 実施機関は、第１項の規定による是正の申出があったときは、当該是正の申出に係る処理について、あ
らかじめ、審議会の意見を聴いた上、必要があると認められる場合には、措置を講ずるものとする。 
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５ 実施機関は、第１項の規定による是正の申出をした者に対し、書面により是正の申出に係る処理の内容
を通知しなければならない。 
(横浜市情報公開・個人情報保護審査会への諮問等) 
第29条 本人開示請求又は訂正請求に対する決定について、行政不服審査法(昭和37年法律第160号)による不
服申立てがあったときは、当該不服申立てに対する決定又は裁決をすべき処分庁又は審査庁は、次の各号
のいずれかに該当する場合を除き、遅滞なく、情報公開条例第22条第１項に規定する横浜市情報公開・個
人情報保護審査会に諮問しなければならない。 
(1) 不服申立てが不適法であり、却下するとき。 
(2) 決定又は裁決で、不服申立てに係る本人開示請求に対する決定(本人開示請求に係る個人情報の全部
の開示をする旨の決定を除く。以下この号において同じ。)又は訂正請求に対する決定(訂正請求に係る
個人情報の全部の訂正をする旨の決定を除く。)を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに係る個人情
報の全部の開示をし、又は訂正をすることとするとき。ただし、第20条第３項の規定により当該不服申
立てに係る本人開示請求に対する決定について反対の意思を表示した意見が表明されているときを除く。 

２ 前項の規定により諮問をした処分庁又は審査庁(以下「諮問庁」という。)は、当該諮問に対する答申が
あったときは、これを尊重して、同項の不服申立てに対する決定又は裁決を行わなければならない。 
(諮問をした旨の通知) 
第30条 諮問庁は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 
(1) 不服申立人及び参加人 
(2) 本人開示請求者又は訂正請求をした者(本人開示請求者又は訂正請求をした者が不服申立人又は参加
人である場合を除く。) 

(3) 当該不服申立てに係る本人開示請求に対する決定について反対の意思を表示した意見を表明した第
三者(当該第三者が不服申立人又は参加人である場合を除く。) 

(調査権限等) 
第31条 第29条第１項の規定による諮問に基づき、横浜市情報公開・個人情報保護審査会が行う調査に係る
権限及び意見の陳述、提出資料の閲覧、答申書の送付等の手続については、情報公開条例第24条から第27
条までの規定によるものとする。 

 
第３章 横浜市個人情報保護審議会 

(横浜市個人情報保護審議会) 
第32条 この条例によりその権限に属させられた事項を行うため、横浜市個人情報保護審議会を置く。 
２ 審議会は、前項の規定による事項を行うほか、実施機関の諮問に応じ、個人情報の保護に関する重要な
事項を審議するものとする。 
３ 審議会は、電子計算機処理をする個人情報を保護するため、電子計算機の管理運営に関する重要な事項
について、実施機関に意見を述べることができる。 
４ 審議会は、その職務を遂行するため必要があると認めるときは、実施機関の職員その他関係者の出席を
求め、これらの者の意見若しくは説明を聴き、又はこれらの者に資料の提出を求めることができる。 
５ 審議会は、市長が任命する委員10人以内をもって組織する。 
６ 審議会の委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げな
い。 
７ 審議会の委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす
る。 
８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関して必要な事項は、市長が定める。 

 
第４章 雑則 

(費用の負担) 
第33条 第23条第１項各号の規定により写しの交付を受ける者は、規則で定めるところにより、当該写しの
作成及び送付に要する費用を負担しなければならない。 
(事業者に対する措置) 
第34条 市長は、事業者が個人情報の取扱いについて市民の権利に重大な侵害を及ぼし、又は及ぼすおそれ
があると認めるときは、その事実を明らかにするために必要な限度において、当該事業者に対し、説明又
は資料の提出を求めることができる。 
２ 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該事業者に対し、個人情報の保護
に関する勧告をすることができる。 
(1) 事業者が個人情報を著しく不適正に取り扱っていると認めるとき。 
(2) 前項の規定による説明又は資料の提出を正当な理由なく行わないとき、又は不正に行ったとき。 
３ 市長は、事業者が前項の規定による勧告に従わなかったときは、審議会の意見を聴いた上で、その旨を
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公表することができる。この場合において、市長は、あらかじめ、当該事業者の意見を聴かなければなら
ない。 
(出資法人等の個人情報の保護) 
第35条 市が出資その他財政支出等を行う法人であって、市長が定めるもの(以下「出資法人等」という。)
は、この条例の趣旨にのっとり、個人情報の保護のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
２ 実施機関は、出資法人等の個人情報の保護が推進されるよう、必要な措置を講ずるものとする。 
(他の法令等との調整等) 
第36条 実施機関は、他の法令等の規定により、何人にも本人開示請求に係る自己に関する個人情報が第23
条第１項各号に規定する方法と同一の方法で開示をすることとされている場合(開示の期間が定められて
いる場合にあっては、当該期間内に限る。)には、同号の規定にかかわらず、当該個人情報については、当
該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該他の法令等の規定に一定の場合には開示をしない旨の
定めがあるときは、この限りでない。 
２ 他の法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を第23条第１項各号の閲覧とみな
して、前項の規定を適用する。 
３ この条例の規定は、次に掲げる個人情報については、適用しない。 
(1) 統計法(昭和22年法律第18号)第２条に規定する指定統計を作成するために集められた個人情報 
(2) 統計法第８条第１項の規定により総務大臣に届け出られた統計調査によって集められた個人情報 
(3) 統計報告調整法(昭和27年法律第148号)の規定により総務大臣の承認を受けた統計報告(同法第４条
第２項に規定する申請書に記載された専ら統計を作成するために用いられる事項に係る部分に限る。)
の徴集によって得られた個人情報 

(4) 市立図書館その他これに類する市の施設において市民の利用に供することを目的として収集し、整理
し、又は保存している図書、資料、刊行物等に記録されている個人情報 

(5) 市の職員又は職員であった者の人事、給与、服務、福利厚生その他これらに準ずる事項に関する個人
情報 

(市長の調整) 
第37条 市長は、必要があると認めるときは、市長以外の実施機関に対し、個人情報の保護について、報告
を求め、又は指導若しくは助言をすることができる。 
(運用状況の公表) 
第38条 市長は、毎年１回、この条例の運用状況について取りまとめ、これを公表するものとする。 
(委任) 
第39条 この条例に定めるほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 
第5章 罰則 

第40条 第13条の２の規定に違反して個人情報を不当な目的に使用した者は、６月以下の懲役又は300,000
円以下の罰金に処する。 

 
附 則 

(施行期日) 
１ この条例は、平成12年７月１日から施行する。ただし、第６条の規定、第７条、第９条並びに第11条第
２項及び第３項の規定中あらかじめ、審議会の意見を聴くことに係る部分並びに第3章の規定は、平成12
年４月１日から施行する。 
(横浜市電子計算機処理等に係る個人情報保護条例の廃止) 
２ 横浜市電子計算機処理等に係る個人情報保護条例(平成元年３月横浜市条例第13号)は、廃止する。 
(経過措置) 
３ この条例第６条の規定の施行の際現に同条第１項に規定する個人情報を取り扱う事務を行っている場合
においては、同項中「開始しようとするときは、あらかじめ」とあるのは「現に行っているときは、平成
12年４月１日以後、速やかに」と読み替えて、同項の規定を適用する。 
４ この条例の施行の際現に行われている第２項の規定による廃止前の横浜市電子計算機処理等に係る個人
情報保護条例(以下「旧個人情報保護条例」という。)第12条第１項の規定による開示の請求若しくは第13
条第１項の規定による訂正及び削除の請求又は情報公開条例附則第２項の規定による廃止前の横浜市公文
書の公開等に関する条例(昭和62年12月横浜市条例第52号。以下「旧公文書公開条例」という。)第11条第
１項の規定による本人開示の請求若しくは第14条第１項の規定による訂正の請求は、それぞれこの条例第
15条第１項の規定による本人開示の請求又は第25条第１項の規定による訂正の請求とみなす。 
５ この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前に旧公文書公開条例第13条において準用する旧公文書
公開条例第７条第１項の規定により開示する旨の決定を行ったが開示を実施していない公文書について、
施行日以後に開示を実施する場合における手数料については、なお従前の例による。 
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６ この条例の施行の際現に行われている旧個人情報保護条例第15条に規定する行政不服審査法による不服
申立て又は旧公文書公開条例第15条に規定する同法による不服申立て(旧公文書公開条例第13条において
準用する旧公文書公開条例第７条第１項の規定による決定又は旧公文書公開条例第14条第３項の規定によ
る訂正に係るものに限る。)は、それぞれこの条例第29条第1項に規定する同法の規定による不服申立てと
みなす。 
７ 施行日前に旧個人情報保護条例第12条第３項の規定により決定を行った個人情報又は旧公文書公開条例
第13条において準用する旧公文書公開条例第７条第１項の規定により決定を行った公文書に係る行政不服
審査法による不服申立てについては、旧個人情報保護条例第12条第２項又は旧公文書公開条例第11条第２
項の規定に基づき、その決定又は裁決を行うものとする。 
８ 第３項から前項までに規定するもののほか、施行日前に旧個人情報保護条例(審議会の委員の任命を除
く。)又は旧公文書公開条例(本人開示及び訂正の請求に関するものに限る。)の規定によりした処分、手続、
その他の行為は、この条例中これに相当する規定がある場合には、この条例の相当する規定によってした
ものとみなす。 
 

附 則(平成12年３月条例第37号) 
(施行期日) 
１ この条例は、平成12年７月１日から施行する。ただし、第２条第１項の改正規定のうち横浜市個人情報
の保護に関する条例第６条の規定並びに第７条、第９条並びに第11条第２項及び第３項の規定中あらかじ
め、審議会の意見を聴くことになる部分の適用に係る部分は、平成12年４月１日から施行する。 
(経過措置) 
２ 議長が保有する行政文書については、この条例による改正後の横浜市個人情報の保護に関する条例第２
章第２節の規定は、この条例の施行の日以後に作成し、又は取得したものについて適用する。 
 

附 則(平成12年12月条例第75号) 
この条例は、平成13年１月６日から施行する。 
 

附 則(平成14年12月条例第59号) 
この条例は、公布の日から施行する。  
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個人情報の保護に関する法律 
平成15年５月30日 

法律第57号 
目次 
 第一章 総則（第一条－第三条） 
 第二章  国及び地方公共団体の責務等（第四条－第六条） 
 第三章  個人情報の保護に関する施策等 
   第一節 個人情報の保護に関する基本方針（第七条） 
   第二節 国の施策（第八条－第十条） 
   第三節 地方公共団体の施策（第十一条－第十三条） 
   第四節 国及び地方公共団体の協力（第十四条） 
 第四章 個人情報取扱事業者の義務等 
  第一節 個人情報取扱事業者の義務（第十五条－第三十六条） 
   第二節 民間団体による個人情報の保護の推進（第三十七条－第四十九条） 
 第五章 雑則（第五十条－第五十五条） 
 第六章 罰則（第五十六条－第五十九条） 
 附則 
 

第一章 総則  
 （目的） 
第一条  この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることにかんがみ、
個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情報の保護に関す
る施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り
扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を
保護することを目的とする。 
 （定義） 
第二条  この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏
名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合する
ことができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 
２ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げ
るものをいう。 
 一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの 
 二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したも
のとして政令で定めるもの 
３ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供している者を
いう。ただし、次に掲げる者を除く。 
 一  国の機関 
 二  地方公共団体 
 三 独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十九

号）第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。） 
 四 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方

独立行政法人をいう。以下同じ。） 
  五  その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないものとして

政令で定める者 
４ この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 
５ この法律において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、
利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、その
存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして政令で定めるもの又は一年以内の
政令で定める期間以内に消去することとなるもの以外のものをいう。 
６ この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。 
 （基本理念） 
第三条 個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにかんがみ、そ
の適正な取扱いが図られなければならない。 
 
   第二章 国及び地方公共団体の責務等 

資料５ 
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 （国の責務） 
第四条 国は、この法律の趣旨にのっとり、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を総合的
に策定し、及びこれを実施する責務を有する。 
 （地方公共団体の責務） 
第五条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その地方公共団体の区域の特性に応じて、個人情報
の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 
 （法制上の措置等） 
第六条 政府は、国の行政機関について、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を
勘案し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう法制上の措置その他必要な措置を講ずる
ものとする。 
２ 政府は、独立行政法人等について、その性格及び業務内容に応じ、その保有する個人情報の適正な取扱
いが確保されるよう法制上の措置その他必要な措置を講ずるものとする。 
３ 政府は、前二項に定めるもののほか、個人情報の性質及び利用方法にかんがみ、個人の権利利益の一層
の保護を図るため特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について、保護のた
めの格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 
 
   第三章 個人情報の保護に関する施策等 
        第一節 個人情報の保護に関する基本方針 
第七条  政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個人情報の保護に関
する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 
２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
 一  個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 
 二  国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 
 三 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
 四 独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
 五  地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
 六 個人情報取扱事業者及び第四十条第一項に規定する認定個人情報保護団体が講ずべき個人情報の保護

のための措置に関する基本的な事項 
 七  個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 
 八  その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項 
３ 内閣総理大臣は、国民生活審議会の意見を聴いて、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければ
ならない。 
４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければ
ならない。 
５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 
 

第二節 国の施策 
 （地方公共団体等への支援） 
第八条 国は、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国民又は事業者等が
個人情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、情報の提供、事業者等が講ずべき措置
の適切かつ有効な実施を図るための指針の策定その他の必要な措置を講ずるものとする。 
 （苦情処理のための措置） 
第九条 国は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情の適切かつ迅速な処理を図るため
に必要な措置を講ずるものとする。 
 （個人情報の適正な取扱いを確保するための措置） 
第十条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱事業者による個人情
報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。 
 
    第三節 地方公共団体の施策 
 （地方公共団体等が保有する個人情報の保護） 
第十一条 地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を勘案し、その
保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなければならない。 
２ 地方公共団体は、その設立に係る地方独立行政法人について、その性格及び業務内容に応じ、その保有
する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなければならない。 
 （区域内の事業者等への支援） 
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第十二条 地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業者及び住民に対す
る支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
 （苦情の処理のあっせん等） 
第十三条 地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が適切かつ迅速に処
理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
 
    第四節 国及び地方公共団体の協力 
第十四条 国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力するものとする。 
 
   第四章 個人情報取扱事業者の義務等 
     第一節 個人情報取扱事業者の義務 
 （利用目的の特定） 
第十五条  個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利用目的」
という。）をできる限り特定しなければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合
理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 
 （利用目的による制限） 
第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目
的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに伴
って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用
目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 
３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
 一 法令に基づく場合 
 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であ

るとき。 
 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 
 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して

協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれ
があるとき。 

 （適正な取得） 
第十七条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 
 （取得に際しての利用目的の通知等） 
第十八条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場
合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書そ
の他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる
記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人か
ら直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的
を明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、
この限りでない。 
３ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、又
は公表しなければならない。 
４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
  一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利

利益を害するおそれがある場合 
  二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利又は正当な利益を

害するおそれがある場合 
 三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であ

って、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある
とき。 

 四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 
 （データ内容の正確性の確保） 
第十九条 個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の
内容に保つよう努めなければならない。 
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  （安全管理措置） 
第二十条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人デ
ータの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 
  （従業者の監督） 
第二十一条 個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人デー
タの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 
 （委託先の監督） 
第二十二条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを
委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わな
ければならない。 
 （第三者提供の制限） 
第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人
データを第三者に提供してはならない。 
 一 法令に基づく場合 
 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であ

るとき。 
 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 
 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して

協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれ
があるとき。 

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該本人が識別
される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に掲げる事項について、
あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているときは、前項の規定にかかわら
ず、当該個人データを第三者に提供することができる。 
 一 第三者への提供を利用目的とすること。 
 二 第三者に提供される個人データの項目 
 三 第三者への提供の手段又は方法 
 四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること。 
３ 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内容について、
あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。 
４ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用については、第三
者に該当しないものとする。 
  一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又は一部を

委託する場合 
  二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 
 三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同して利用される個

人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人データの管理につい
て責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状
態に置いているとき。 

５ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理について責
任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、
又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。 
 （保有個人データに関する事項の公表等） 
第二十四条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る状
態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければならない。 
 一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称 
 二 すべての保有個人データの利用目的（第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合を除く。） 
 三 次項、次条第一項、第二十六条第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定による求めに応じ

る手続（第三十条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手数料の額を含む。） 
 四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事項として政令で定

めるもの 
２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求められ
たときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当
する場合は、この限りでない。 
 一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 
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  二 第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合 
３ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しない旨の決
定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 
 （開示） 
第二十五条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示（当該本人が
識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む。以下同じ。）を求められた
ときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならな
い。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しない
ことができる。 
 一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 
 二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 
 三 他の法令に違反することとなる場合 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部について開示し
ない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 
３ 他の法令の規定により、本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により当該本人が識別さ
れる保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合には、当該全部又は一部の保有個人
データについては、同項の規定は、適用しない。 
 （訂正等） 
第二十六条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの内容が事実でない
という理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下この条において「訂正等」と
いう。）を求められた場合には、その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められ
ている場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基
づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行わなければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部若しくは一部につ
いて訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨
（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければならない。 
 （利用停止等） 
第二十七条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第十六条の規定に
違反して取り扱われているという理由又は第十七条の規定に違反して取得されたものであるという理由に
よって、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この条において「利用停止等」という。）を求
められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度
で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人データ
の利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって、本人の権
利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 
２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第二十三条第一項の規定に
違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人データの第三者への提供の停止を求
められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保有個人データの
第三者への提供を停止しなければならない。ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額
の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を保
護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 
３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について
利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は前項の規定に基づき求
められた保有個人データの全部若しくは一部について第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への
提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 
 （理由の説明） 
第二十八条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第三項、第二十五条第二項、第二十六条第二項又は前条第
三項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部について、その措置をとらない旨を通知する
場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めな
ければならない。 
 （開示等の求めに応じる手続） 
第二十九条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第二項、第二十五条第一項、第二十六条第一項又は第二十
七条第一項若しくは第二項の規定による求め（以下この条において「開示等の求め」という。）に関し、
政令で定めるところにより、その求めを受け付ける方法を定めることができる。この場合において、本人
は、当該方法に従って、開示等の求めを行わなければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の求めに関し、その対象となる保有個人データを特定する
に足りる事項の提示を求めることができる。この場合において、個人情報取扱事業者は、本人が容易かつ
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的確に開示等の求めをすることができるよう、当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他本人
の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。 
３ 開示等の求めは、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる。 
４ 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定めるに当たっては、本人
に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。 
 （手数料） 
第三十条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第二項の規定による利用目的の通知又は第二十五条第一項の
規定による開示を求められたときは、当該措置の実施に関し、手数料を徴収することができる。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して合理的であると認
められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。 
 （個人情報取扱事業者による苦情の処理） 
第三十一条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければ
ならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならない。 
 （報告の徴収） 
第三十二条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対し、個人情
報の取扱いに関し報告をさせることができる。 
 （助言） 
第三十三条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対し、個人情
報の取扱いに関し必要な助言をすることができる。 
 （勧告及び命令） 
第三十四条 主務大臣は、個人情報取扱事業者が第十六条から第十八条まで、第二十条から第二十七条まで
又は第三十条第二項の規定に違反した場合において個人の権利利益を保護するため必要があると認めると
きは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をと
るべき旨を勧告することができる。 
２ 主務大臣は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなくてその勧告に係る
措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認めるときは、当該個人
情報取扱事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
３ 主務大臣は、前二項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第十六条、第十七条、第二十条から第
二十二条まで又は第二十三条第一項の規定に違反した場合において個人の重大な権利利益を害する事実が
あるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の
中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 
 （主務大臣の権限の行使の制限） 
第三十五条 主務大臣は、前三条の規定により個人情報取扱事業者に対し報告の徴収、助言、勧告又は命令
を行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない。 
２ 前項の規定の趣旨に照らし、主務大臣は、個人情報取扱事業者が第五十条第一項各号に掲げる者（それ
ぞれ当該各号に定める目的で個人情報を取り扱う場合に限る。）に対して個人情報を提供する行為につい
ては、その権限を行使しないものとする。 
 （主務大臣） 
第三十六条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大臣は、この節の規
定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち特
定のものについて、特定の大臣又は国家公安委員会（以下「大臣等」という。）を主務大臣に指定するこ
とができる。  
 一 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち雇用管理に関するものについては、厚生労働大臣

（船員の雇用管理に関するものについては、国土交通大臣）及び当該個人情報取扱事業者が行う事業を
所管する大臣等 

 二 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち前号に掲げるもの以外のものについては、当該個
人情報取扱事業者が行う事業を所管する大臣等 

２ 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公示しなければなら
ない。 
３ 各主務大臣は、この節の規定の施行に当たっては、相互に緊密に連絡し、及び協力しなければならない。 
 
    第二節 民間団体による個人情報の保護の推進 
 （認定） 
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第三十七条 個人情報取扱事業者の個人情報の適正な取扱いの確保を目的として次に掲げる業務を行おうと
する法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次条第三号ロにおいて同じ。）
は、主務大臣の認定を受けることができる。 
 一 業務の対象となる個人情報取扱事業者（以下「対象事業者」という。）の個人情報の取扱いに関する 

第四十二条の規定による苦情の処理 
 二 個人情報の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者に対する情報の提供 
 三 前二号に掲げるもののほか、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な業務 
２ 前項の認定を受けようとする者は、政令で定めるところにより、主務大臣に申請しなければならない。 
３ 主務大臣は、第一項の認定をしたときは、その旨を公示しなければならない。 
 （欠格条項） 
第三十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の認定を受けることができない。 
 一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から

二年を経過しない者 
 二 第四十八条第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者 
 三 その業務を行う役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表者又は管理人を含

む。以下この条において同じ。）のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 
  イ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 
  ロ 第四十八条第一項の規定により認定を取り消された法人において、その取消しの日前三十日以内に

その役員であった者でその取消しの日から二年を経過しない者 
 （認定の基準） 
第三十九条 主務大臣は、第三十七条第一項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めると
きでなければ、その認定をしてはならない。 
 一 第三十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法が定められてい

るものであること。 
 二 第三十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに経理的基礎を

有するものであること。 
 三 第三十七条第一項各号に掲げる業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって

同項各号に掲げる業務が不公正になるおそれがないものであること。 
 （廃止の届出） 
第四十条 第三十七条第一項の認定を受けた者（以下「認定個人情報保護団体」という。）は、その認定に
係る業務（以下「認定業務」という。）を廃止しようとするときは、政令で定めるところにより、あらか
じめ、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 
２ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 
 （対象事業者） 
第四十一条 認定個人情報保護団体は、当該認定個人情報保護団体の構成員である個人情報取扱事業者又は
認定業務の対象となることについて同意を得た個人情報取扱事業者を対象事業者としなければならない。 
２ 認定個人情報保護団体は、対象事業者の氏名又は名称を公表しなければならない。  
 （苦情の処理） 
第四十二条 認定個人情報保護団体は、本人等から対象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情について解
決の申出があったときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、その苦情に係る事情を調査すると
ともに、当該対象事業者に対し、その苦情の内容を通知してその迅速な解決を求めなければならない。 
２ 認定個人情報保護団体は、前項の申出に係る苦情の解決について必要があると認めるときは、当該対象
事業者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出を求めることができる。 
３ 対象事業者は、認定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは、正当な理由がないの
に、これを拒んではならない。 
 （個人情報保護指針） 
第四十三条 認定個人情報保護団体は、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保のために、利用目的の
特定、安全管理のための措置、本人の求めに応じる手続その他の事項に関し、この法律の規定の趣旨に沿
った指針（以下「個人情報保護指針」という。）を作成し、公表するよう努めなければならない。 
２ 認定個人情報保護団体は、前項の規定により個人情報保護指針を公表したときは、対象事業者に対し、
当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導、勧告その他の措置をとるよう努めなければならない。 

 （目的外利用の禁止) 
第四十四条 認定個人情報保護団体は、認定業務の実施に際して知り得た情報を認定業務の用に供する目的
以外に利用してはならない。 
 （名称の使用制限） 
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第四十五条 認定個人情報保護団体でない者は、認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい名
称を用いてはならない。 
 （報告の徴収） 
第四十六条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護団体に対し、認定
業務に関し報告をさせることができる。 
 （命令） 
第四十七条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護団体に対し、認定
業務の実施の方法の改善、個人情報保護指針の変更その他の必要な措置をとるべき旨を命ずることができ
る。 
 （認定の取消し） 
第四十八条 主務大臣は、認定個人情報保護団体が次の各号のいずれかに該当するときは、その認定を取り
消すことができる。 
 一 第三十八条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 
 二  第三十九条各号のいずれかに適合しなくなったとき。 
 三 第四十四条の規定に違反したとき。 
 四 前条の命令に従わないとき。 
 五 不正の手段により第三十七条第一項の認定を受けたとき。 
２ 主務大臣は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 
 （主務大臣） 
第四十九条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大臣は、この節の規
定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、第三十七条第一項の認定を受けようとする者のうち特
定のものについて、特定の大臣等を主務大臣に指定することができる。 
 一 設立について許可又は認可を受けている認定個人情報保護団体（第三十七条第一項の認定を受けよう

とする者を含む。次号において同じ。）については、その設立の許可又は認可をした大臣等 
 二 前号に掲げるもの以外の認定個人情報保護団体については、当該認定個人情報保護団体の対象事業者

が行う事業を所管する大臣等  
２ 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公示しなければなら
ない。 
 
   第五章 雑則 
 （適用除外） 
第五十条 個人情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる者については、その個人情報を取り扱う目的の全部
又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、前章の規定は、適用しない。 
 一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。） 報道の用に供す

る目的 
 二 著述を業として行う者 著述の用に供する目的 
 三 大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者 学術研究の用に供する

目的 
 四 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 
 五 政治団体 政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 
２ 前項第一号に規定する「報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実として知らせるこ
と（これに基づいて意見又は見解を述べることを含む。）をいう。 
３ 第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置、個人
情報の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講
じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 
 （地方公共団体が処理する事務） 
第五十一条 この法律に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、地方公共団
体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 
 （権限又は事務の委任） 
第五十二条 この法律により主務大臣の権限又は事務に属する事項は、政令で定めるところにより、その所
属の職員に委任することができる。 
 （施行の状況の公表） 
第五十三条 内閣総理大臣は、関係する行政機関（法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）
及び内閣の所轄の下に置かれる機関、内閣府、宮内庁、内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四
十九条第一項及び第二項に規定する機関並びに国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第
二項に規定する機関をいう。 
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 次条において同じ。）の長に対し、この法律の施行の状況について報告を求めることができる。 
２ 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 
 （連絡及び協力） 
第五十四条 内閣総理大臣及びこの法律の施行に関係する行政機関の長は、相互に緊密に連絡し、及び協力
しなければならない。 
 （政令への委任） 
第五十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 
 
   第六章 罰則 
第五十六条 第三十四条第二項又は第三項の規定による命令に違反した者は、六月以下の懲役又は三十万円
以下の罰金に処する。 
第五十七条 第三十二条又は第四十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、三十万円以
下の罰金に処する。 
第五十八条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項において同じ。）
の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して、前二
条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その訴訟行為に
つき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定
を準用する。 
第五十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 
 一 第四十条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
 二 第四十五条の規定に違反した者 
 
      附 則 
  （施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第四章から第六章まで及び附則第二条から第六条ま
での規定は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 （本人の同意に関する経過措置） 
第二条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、その同意
が第十五条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人情報を取り扱うことを認める旨の同
意に相当するものであるときは、第十六条第一項又は第二項の同意があったものとみなす。 
第三条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、その同意
が第二十三条第一項の規定による個人データの第三者への提供を認める旨の同意に相当するものであると
きは、同項の同意があったものとみなす。 
  （通知に関する経過措置） 
第四条 第二十三条第二項の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければなら
ない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知されているときは、当該通知は、同
項の規定により行われたものとみなす。 
第五条 第二十三条第四項第三号の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなけれ
ばならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知されているときは、当該通知
は、同号の規定により行われたものとみなす。 
 （名称の使用制限に関する経過措置） 
第六条 この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい名称を用いている
者については、第四十五条の規定は、同条の規定の施行後六月間は、適用しない。 
     附則（平成十五年法律第百十九号）抄 
 （施行期日） 
第一条 この法律は、地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）の施行の日から施行する。ただし、
次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
 一 第六条の規定 個人情報の保護に関する法律の施行の日又はこの法律の施行の日のいずれか遅い日 
  (その他の経過措置の政令への委任） 
第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

平成15年５月30日 
法律第58号 

 

目次 
 第一章 総則（第一条・第二条） 
 第二章 行政機関における個人情報の取扱い（第三条―第九条） 
 第三章 個人情報ファイル（第十条―第十一条） 
 第四章 開示、訂正及び利用停止 
  第一節 開示（第十二条―第二十六条） 
  第二節 訂正（第二十七条―第三十五条） 
  第三節 利用停止（第三十六条―第四十一条） 
  第四節 不服申立て（第四十二条―第四十四条） 
 第五章 雑則（第四十五条―第五十二条） 
 第六章 罰則（第五十三条―第五十七条） 
 附則 
 
   第一章 総則 
 （目的） 
第一条 この法律は、行政機関において個人情報の利用が拡大していることにかんがみ、行政機関における
個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人
の権利利益を保護することを目的とする。 
 （定義） 
第二条 この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。 
 一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関 
 二 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に規

定する機関（これらの機関のうち第四号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定
める機関を除く。） 

 三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関（第五号の政令で定め
る機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

 四 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第七十号）第十六条第二
項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第十八条第一項において準用する場合
を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの 

 五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関で、政令で定めるもの 
 六 会計検査院 
２ この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、
生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、
それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 
３ この法律において「保有個人情報」とは、行政機関の職員が職務上作成し、又は取得した個人情報であ
って、当該行政機関の職員が組織的に利用するものとして、当該行政機関が保有しているものをいう。た
だし、行政文書（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号）第二条第二
項に規定する行政文書をいう。以下同じ。）に記録されているものに限る。 
４ この法律において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げる
ものをいう。 
 一 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができる

ように体系的に構成したもの 
 二 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その他の記述等によ

り特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したもの 
５ この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。 
 
   第二章 行政機関における個人情報の取扱い 
 （個人情報の保有の制限等） 

資料６ 
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第三条 行政機関は、個人情報を保有するに当たっては、法令の定める所掌事務を遂行するため必要な場合
に限り、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければならない。 
２ 行政機関は、前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達成に必要な範囲
を超えて、個人情報を保有してはならない。 
３ 行政機関は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認め
られる範囲を超えて行ってはならない。 
 （利用目的の明示） 
第四条 行政機関は、本人から直接書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること
ができない方式で作られる記録（第二十四条及び第五十五条において「電磁的記録」という。）を含む。）
に記録された当該本人の個人情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ、本人に対し、
その利用目的を明示しなければならない。 
 一 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 
 二 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害す

るおそれがあるとき。 
 三 利用目的を本人に明示することにより、国の機関、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十九号。以下「独立行政法人等個人情報保護法」という。）
第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）又は地方公共団体が行う事務又は事業の適
正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 
 （正確性の確保） 
第五条 行政機関の長（第二条第一項第四号及び第五号の政令で定める機関にあっては、その機関ごとに政
令で定める者をいう。以下同じ。）は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去又は現在の
事実と合致するよう努めなければならない。 
 （安全確保の措置） 
第六条 行政機関の長は、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な管理
のために必要な措置を講じなければならない。 
２ 前項の規定は、行政機関から個人情報の取扱いの委託を受けた者が受託した業務を行う場合について準
用する。 
 （従事者の義務） 
第七条 個人情報の取扱いに従事する行政機関の職員若しくは職員であった者又は前条第二項の受託業務に
従事している者若しくは従事していた者 は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人
に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 
 （利用及び提供の制限） 
第八条 行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用
し、又は提供してはならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的
以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利
用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に
侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 
 一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 
 二 行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、

当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 
 三 他の行政機関、独立行政法人等又は地方公共団体に保有個人情報を提供する場合において、保有個人

情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用
し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

 四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供すると
き、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供するこ
とについて特別の理由のあるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨げるものではない。 
４ 行政機関の長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保有個人情報の利用
目的以外の目的のための行政機関の内部における利用を特定の部局又は機関に限るものとする。 
 （保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 
第九条 行政機関の長は、前条第二項第三号又は第四号の規定に基づき、保有個人情報を提供する場合にお
いて、必要があると認めるときは、保有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個人情報について、
その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の
適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 
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   第三章 個人情報ファイル 
 （個人情報ファイルの保有等に関する事前通知） 
第十条 行政機関（会計検査院を除く。以下この条、第五十条及び第五十一条において同じ。）が個人情報フ
ァイルを保有しようとするときは、当該行政機関の長は、あらかじめ、総務大臣に対し、次に掲げる事項
を通知しなければならない。通知した事項を変更しようとするときも、同様とする。 
 一 個人情報ファイルの名称 
 二 当該行政機関の名称及び個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称 
 三 個人情報ファイルの利用目的 
 四 個人情報ファイルに記録される項目（以下この章において「記録項目」という。）及び本人（他の個人

の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限る。次項第九号において同じ。）として
個人情報ファイルに記録される個人の範囲（以下この章において「記録範囲」という。） 

 五 個人情報ファイルに記録される個人情報（以下この章において「記録情報」という。）の収集方法 
 六 記録情報を当該行政機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 
 七 次条第三項の規定に基づき、記録項目の一部若しくは第五号若しくは前号に掲げる事項を個人情報フ

ァイル簿に記載しないこととすると き、又は個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載しないこ
ととするときは、その旨 

 八 第十二条第一項、第二十七条第一項又は第三十六条第一項の規定による請求を受理する組織の名称及
び所在地 

 九 第二十七条第一項ただし書又は第三十六条第一項ただし書に該当するときは、その旨 
 十 その他政令で定める事項 
２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 
 一 国の安全、外交上の秘密その他の国の重大な利益に関する事項を記録する個人情報ファイル 
 二 犯罪の捜査、租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は公訴の提起若しくは維持のために

作成し、又は取得する個人情報ファイル 
 三 行政機関の職員又は職員であった者に係る個人情報ファイルであって、専らその人事、給与若しくは

福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（行政機関が行う職員の採用試験に関す
る個人情報ファイルを含む。） 

 四 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 
 五 前項の規定による通知に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一部を記録した

個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該通知に係るこれらの事項の範
囲内のもの 

 六 一年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 
 七 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記録情報を記録した個

人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その他の送付又は連絡に必要な事項のみ
を記録するもの 

 八 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報ファイルであって、
記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの 

 九 本人の数が政令で定める数に満たない個人情報ファイル 
 十 第三号から前号までに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個人情報ファイル 
 十一 第二条第四項第二号に係る個人情報ファイル 
３ 行政機関の長は、第一項に規定する事項を通知した個人情報ファイルについて、当該行政機関がその保
有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが前項第九号に該当するに至ったときは、遅滞なく、総務大
臣に対しその旨を通知しなければならない。 
 （個人情報ファイル簿の作成及び公表） 
第十一条 行政機関の長は、政令で定めるところにより、当該行政機関が保有している個人情報ファイルに
ついて、それぞれ前条第一項第一号から第六号まで、第八号及び第九号に掲げる事項その他政令で定める
事項を記載した帳簿（第三項において「個人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表しなければならな
い。 
２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 
 一 前条第二項第一号から第十号までに掲げる個人情報ファイル 
 二 前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一部を記録した

個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該公表に係るこれらの事項の範
囲内のもの 

 三 前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個人情報ファイル 
３ 第一項の規定にかかわらず、行政機関の長は、記録項目の一部若しくは前条第一項第五号若しくは第六
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号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載し、又は個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載する
ことにより、利用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると
認めるときは、その記録項目の一部若しくは事項を記載せず、又はその個人情報ファイルを個人情報ファ
イル簿に掲載しないことができる。 
 
   第四章 開示、訂正及び利用停止 
    第一節 開示 
 （開示請求権） 
第十二条 何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長に対し、当該行政機関の保有する自己を
本人とする保有個人情報の開示を請求することができる。 
２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下「開示
請求」という。）をすることができる。 
 （開示請求の手続） 
第十三条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「開示請求書」という。）を行政機関の長に提
出してしなければならない。 
 一 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 
 二 開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書の名称その他の開示請求に係る保有個人情報
を特定するに足りる事項 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、政令で定めるところにより、開示請求に係る保有個人情報
の本人であること（前条第二項の規定による開示請求にあっては、開示請求に係る保有個人情報の本人の
法定代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 
３ 行政機関の長は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下「開示請
求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、行政
機関の長は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 
 （保有個人情報の開示義務） 
第十四条 行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情
報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個
人情報を開示しなければならない。 
 一 開示請求者（第十二条第二項の規定により未成年者又は成年被後見人の法定代理人が本人に代わって

開示請求をする場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第三号、次条第二項並びに第二十三条第一
項において同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

 二 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当
該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することが
できるもの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができるこ
ととなるものを含む。）又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示することに
より、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除
く。 

  イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている情
報 

  ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 
  ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項に規定する国家

公務員（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第二項に規定する特定独立行政法人
及び日本郵政公社の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等の役員及び職員並びに地方公務員法（昭
和二十五年法律第二百六十一号）第二条に規定する地方公務員をいう。）である場合において、当該情
報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行
の内容に係る部分 

 三 法人その他の団体（国、独立行政法人等及び地方公共団体を除く。以下この号において「法人等」と
いう。）に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げ
るもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認めら
れる情報を除く。 

  イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するお
それがあるもの 

  ロ 行政機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個人
における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性
質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

 四 開示することにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれる
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おそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることに
つき相当の理由がある情報 

 五 開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序
の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

 六 国の機関、独立行政法人等及び地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する
情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれる
おそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を
及ぼすおそれがあるもの 

 七 国の機関、独立行政法人等又は地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、開示するこ
とにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障
を及ぼすおそれがあるもの 

  イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握を困
難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

  ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等又は地方公共団体の財産上の利益又は
当事者としての地位を不当に害するおそれ 

  ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 
  ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 
  ホ 国若しくは地方公共団体が経営する企業又は独立行政法人等に係る事業に関し、その企業経営上の

正当な利益を害するおそれ 
 （部分開示） 
第十五条 行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合において、不開
示情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた
部分につき開示しなければならない。 
２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第二号の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別することができ
るものに限る。）が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求者以外
の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、開示しても、開示請求
者以外の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の
情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 
 （裁量的開示） 
第十六条 行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合であっても、個
人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開
示することができる。 
 （保有個人情報の存否に関する情報） 
第十七条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、不開
示情報を開示することとなるときは、行政機関の長は、当該保有個人情報の存否を明らかにしないで、当
該開示請求を拒否することができる。 
 （開示請求に対する措置） 
第十八条 行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨の決定
をし、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的及び開示の実施に関し政令で定める
事項を書面により通知しなければならない。ただし、第四条第二号又は第三号に該当する場合における当
該利用目的については、この限りでない。 
２ 行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により開示請求を
拒否するとき、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。）は、開示をしない旨の決
定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
 （開示決定等の期限） 
第十九条 前条各項の決定（以下「開示決定等」という。）は、開示請求があった日から三十日以内にしなけ
ればならない。ただし、第十三条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日
数は、当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に
規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合において、行政機関の長は、開示請求
者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 
 （開示決定等の期限の特例） 
第二十条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から六十日以内にそ
のすべてについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、
前条の規定にかかわらず、行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該
期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。こ
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の場合において、行政機関の長は、同条第一項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項
を書面により通知しなければならない。 
 一 この条の規定を適用する旨及びその理由 
二 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

 （事案の移送） 
第二十一条 行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報が他の行政機関から提供されたものであるとき、
その他他の行政機関の長において開示決定等をすることにつき正当な理由があるときは、当該他の行政機
関の長と協議の上、当該他の行政機関の長に対し、事案を移送することができる。この場合においては、
移送をした行政機関の長は、開示請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しなければならない。 
２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた行政機関の長において、当該開示請求につい
ての開示決定等をしなければならない。この場合において、移送をした行政機関の長が移送前にした行為
は、移送を受けた行政機関の長がしたものとみなす。 
３ 前項の場合において、移送を受けた行政機関の長が第十八条第一項の決定（以下「開示決定」という。）
をしたときは、当該行政機関の長は、開示の実施をしなければならない。この場合において、移送をした
行政機関の長は、当該開示の実施に必要な協力をしなければならない。 
 （独立行政法人等への事案の移送） 
第二十二条 行政機関の長は、開示請求に係る保有個人情報が独立行政法人等から提供されたものであると
き、その他独立行政法人等において独立行政法人等個人情報保護法第十九条第一項に規定する開示決定等
をすることにつき正当な理由があるときは、当該独立行政法人等と協議の上、当該独立行政法人等に対し、
事案を移送することができる。この場合においては、移送をした行政機関の長は、開示請求者に対し、事
案を移送した旨を書面により通知しなければならない。 
２ 前項の規定により事案が移送されたときは、当該事案については、保有個人情報を移送を受けた独立行
政法人等が保有する独立行政法人等個人情報保護法第二条第三項に規定する保有個人情報と、開示請求を
移送を受けた独立行政法人等に対する独立行政法人等個人情報保護法第十二条第二項に規定する開示請求
とみなして、独立行政法人等個人情報保護法の規定を適用する。この場合において、独立行政法人等個人
情報保護法第十九条第一項中「第十三条第三項」とあるのは、「行政機関個人情報保護法第十三条第三項」
とする。 
３ 第一項の規定により事案が移送された場合において、移送を受けた独立行政法人等が開示の実施をする
ときは、移送をした行政機関の長は、当該開示の実施に必要な協力をしなければならない。 
 （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 
第二十三条 開示請求に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方公共団体及び開示請求者以外の者（以
下この条、第四十三条及び第四十四条において「第三者」という。）に関する情報が含まれているときは、
行政機関の長は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、政令で定めるところによ
り、当該第三者に関する情報の内容その他政令で定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与える
ことができる。 
２ 行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該第三者に対し、政令
で定めるところにより、開示請求に係る当該第三者に関する情報の内容その他政令で定める事項を書面に
より通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない
場合は、この限りでない。 
 一 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を開示しようとする場合であって、当該第三者に関

する情報が第十四条第二号ロ又は同条第三号ただし書に規定する情報に該当すると認められるとき。 
 二 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を第十六条の規定により開示しようとするとき。 
３ 行政機関の長は、前二項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関する情
報の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開示決定の日
と開示を実施する日との間に少なくとも二週間を置かなければならない。この場合において、行政機関の
長は、開示決定後直ちに、当該意見書（第四十二条及び第四十三条において「反対意見書」という。）を提
出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面により通知しなけれ
ばならない。 
 （開示の実施） 
第二十四条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されているときは閲覧又は
写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその種別、情報化の進展状況等を勘案して行政機
関が定める方法により行う。ただし、閲覧の方法による保有個人情報の開示にあって は、行政機関の長
は、当該保有個人情報が記録されている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるとき、
その他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができる。 
２ 行政機関は、前項の規定に基づく電磁的記録についての開示の方法に関する定めを一般の閲覧に供しな
ければならない。 
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３ 開示決定に基づき保有個人情報の開示を受ける者は、政令で定めるところにより、当該開示決定をした
行政機関の長に対し、その求める開示の実施の方法その他の政令で定める事項を申し出なければならない。 
４ 前項の規定による申出は、第十八条第一項に規定する通知があった日から三十日以内にしなければなら
ない。ただし、当該期間内に当該申出をすることができないことにつき正当な理由があるときは、この限
りでない。 
 （他の法令による開示の実施との調整） 
第二十五条 行政機関の長は、他の法令の規定により、開示請求者に対し開示請求に係る保有個人情報が前
条第一項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期間が定められてい
る場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわらず、当該保有個人情報について
は、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該他の法令の規定に一定の場合には開示をしない
旨の定めがあるとき は、この限りでない。 
２ 他の法令の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第一項本文の閲覧とみなして、
前項の規定を適用する。 
 （手数料） 
第二十六条 開示請求をする者は、政令で定めるところにより、実費の範囲内において政令で定める額の手
数料を納めなければならない。 
２ 前項の手数料の額を定めるに当たっては、できる限り利用しやすい額とするよう配慮しなければならな
い。 
 
    第二節 訂正 
 （訂正請求権） 
第二十七条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第三十六条第一項において
同じ。）の内容が事実でないと思料するときは、この法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有
する行政機関の長に対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同じ。）を請求することが
できる。ただし、当該保有個人情報の訂正に関して他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手
続が定められているときは、この限りでない。 
 一 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 
 二 第二十二条第一項の規定により事案が移送された場合において、独立行政法人等個人情報保護法第二

十一条第三項に規定する開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 
 三 開示決定に係る保有個人情報であって、第二十五条第一項の他の法令の規定により開示を受けたもの 
２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下「訂正
請求」という。）をすることができる。 
３ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から九十日以内にしなければならない。 
 （訂正請求の手続） 
第二十八条 訂正請求は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「訂正請求書」という。）を行政機関の長に
提出してしなければならない。 
一 訂正請求をする者の氏名及び住所又は居所 
二 訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定するに足りる事項 
三 訂正請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、訂正請求をする者は、政令で定めるところにより、訂正請求に係る保有個人情報
の本人であること（前条第二項の規定による訂正請求にあっては、訂正請求に係る保有個人情報の本人の
法定代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 
３ 行政機関の長は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をした者（以下「訂正請
求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 
 （保有個人情報の訂正義務） 
第二十九条 行政機関の長は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があると認めるときは、
当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当該保有個人情報の訂正をしなけ
ればならない。 
 （訂正請求に対する措置） 
第三十条 行政機関の長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その旨の決定をし、訂正請
求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
２ 行政機関の長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決定をし、訂正請求者
に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
 （訂正決定等の期限） 
第三十一条 前条各項の決定（以下「訂正決定等」という。）は、訂正請求があった日から三十日以内にしな
ければならない。ただし、第二十八条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要し
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た日数は、当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に
規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合において、行政機関の長は、訂正請求
者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 
 （訂正決定等の期限の特例） 
第三十二条 行政機関の長は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわらず、
相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長は、同条第一項に規定する
期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 
 一 この条の規定を適用する旨及びその理由 
 二 訂正決定等をする期限 
 （事案の移送） 
第三十三条 行政機関の長は、訂正請求に係る保有個人情報が第二十一条第三項の規定に基づく開示に係る
ものであるとき、その他他の行政機関の長において訂正決定等をすることにつき正当な理由があるときは、
当該他の行政機関の長と協議の上、当該他の行政機関の長に対し、事案を移送することができる。この場
合においては、移送をした行政機関の長は、訂正請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しな
ければならない。 
２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた行政機関の長において、当該訂正請求につい
ての訂正決定等をしなければならない。この場合において、移送をした行政機関の長が移送前にした行為
は、移送を受けた行政機関の長がしたものとみなす。 
３ 前項の場合において、移送を受けた行政機関の長が第三十条第一項の決定（以下「訂正決定」という。）
をしたときは、移送をした行政機関の長は、当該訂正決定に基づき訂正の実施をしなければならない。 
 （独立行政法人等への事案の移送） 
第三十四条 行政機関の長は、訂正請求に係る保有個人情報が第二十七条第一項第二号に掲げるものである
とき、その他独立行政法人等において独立行政法人等個人情報保護法第三十一条第一項に規定する訂正決
定等をすることにつき正当な理由があるときは、当該独立行政法人等と協議の上、当該独立行政法人等に
対し、事案を移送することができる。この場合においては、移送をした行政機関の長は、訂正請求者に対
し、事案を移送した旨を書面により通知しなければならない。 
２ 前項の規定により事案が移送されたときは、当該事案については、保有個人情報を移送を受けた独立行
政法人等が保有する独立行政法人等個人情報保護法第二条第三項に規定する保有個人情報 と、訂正請求
を移送を受けた独立行政法人等に対する独立行政法人等個人情報保護法第二十七条第二項に規定する訂正
請求とみなして、独立行政法人等個人情報保護法の規定を適用する。この場合において、独立行政法人等
個人情報保護法第三十一条第一項中「第二十八条第三項」とあるのは、「行政機関個人情報保護法第二十八
条第三項」とする。 
３ 第一項の規定により事案が移送された場合において、移送を受けた独立行政法人等が独立行政法人等個
人情報保護法第三十三条第三項に規定する訂正決定をしたときは、移送をした行政機関の長は、当該訂正
決定に基づき訂正の実施をしなければならない。 
 （保有個人情報の提供先への通知） 
第三十五条 行政機関の長は、訂正決定（前条第三項の訂正決定を含む。）に基づく保有個人情報の訂正の実
施をした場合において、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供先に対し、遅滞なく、その
旨を書面により通知するものとする。 
 
    第三節 利用停止 
 （利用停止請求権） 
第三十六条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、
この法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長に対し、当該各号に定める措
置を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下「利用
停止」という。）に関して他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められているときは、
この限りでない。 
一 当該保有個人情報を保有する行政機関により適法に取得されたものでないとき、第三条第二項の規定
に違反して保有されているとき、又は第八条第一項及び第二項の規定に違反して利用されているとき当
該保有個人情報の利用の停止又は消去 
二 第八条第一項及び第二項の規定に違反して提供されているとき 当該保有個人情報の提供の停止 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求（以下「利
用停止請求」という。）をすることができる。 
３ 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から九十日以内にしなければならない。 
 （利用停止請求の手続） 
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第三十七条 利用停止請求は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「利用停止請求書」という。）を行政機
関の長に提出してしなければならない。 
一 利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所 
二 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定するに足りる事
項 
三 利用停止請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、利用停止請求をする者は、政令で定めるところにより、利用停止請求に係る保有
個人情報の本人であること（前条第二項の規定による利用停止請求にあっては、利用停止請求に係る保有
個人情報の本人の法定代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 
３ 行政機関の長は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用停止請求をした者（以下
「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 
 （保有個人情報の利用停止義務） 
第三十八条 行政機関の長は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由があると認め
るときは、当該行政機関における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利用停止
請求に係る保有個人情報の利用停止をしなければならない。ただし、当該保有個人情報の利用停止をする
ことにより、当該保有個人情報の利用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及
ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでない。 
 （利用停止請求に対する措置） 
第三十九条 行政機関の長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、その旨の決定を
し、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
２ 行政機関の長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、その旨の決定をし、利
用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
 （利用停止決定等の期限） 
第四十条 前条各項の決定（以下「利用停止決定等」という。）は、利用停止請求があった日から三十日以内
にしなければならない。ただし、第三十七条第三項の規定により補正を求めた場合にあって は、当該補
正に要した日数は、当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に
規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合において、行政機関の長は、利用停止
請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 
 （利用停止決定等の期限の特例） 
第四十一条 行政機関の長は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわ
らず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長は、同条第一項
に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 
 一 この条の規定を適用する旨及びその理由 
 二 利用停止決定等をする期限 
 
    第四節 不服申立て 
 （審査会への諮問） 
第四十二条 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等について行政不服審査法（昭和三十七年法律第百
六十号）による不服申立てがあったときは、当該不服申立てに対する裁決又は決定をすべき行政機関の長
は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、情報公開・個人情報保護審査会（不服申立てに対する裁
決又は決定をすべき行政機関の長が会計検査院長である場合にあっては、別に法律で定める審査会）に諮
問しなければならない。 
 一 不服申立てが不適法であり、却下するとき。 
 二 裁決又は決定で、不服申立てに係る開示決定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の

決定を除く。以下この号及び第四十四条第一項において同じ。）を取り消し、又は変更し、当該不服申立
てに係る保有個人情報の全部を開示することとするとき。ただし、当該開示決定等について反対意見書
が提出されているときを除く。 

 三 裁決又は決定で、不服申立てに係る訂正決定等（訂正請求の全部を容認して訂正をする旨の決定を除
く。）を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに係る訂正請求の全部を容認して訂正をすることとする
とき。 

 四 裁決又は決定で、不服申立てに係る利用停止決定等（利用停止請求の全部を容認して利用停止をする
旨の決定を除く。）を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに係る利用停止請求の全部を容認して利用
停止をすることとするとき。 

 （諮問をした旨の通知） 
第四十三条 前条の規定により諮問をした行政機関の長は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しな
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ければならない。 
一 不服申立人及び参加人 
二 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が不服申立人又は参加人である場合を除
く。） 
三 当該不服申立てに係る開示決定等について反対意見書を提出した第三者（当該第三者が不服申立人又
は参加人である場合を除く。） 

（第三者からの不服申立てを棄却する場合等における手続等） 
第四十四条 第二十三条第三項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決又は決定をする場合について
準用する。 
一 開示決定に対する第三者からの不服申立てを却下し、又は棄却する裁決又は決定 
二 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該開示決定等に係る保有個人情報を開示する旨の裁決又は
決定（第三者である参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している場合に限る。 

２ 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等についての審査請求については、政令で定めるところによ
り、行政不服審査法第五条第二項の規定の特例を設けることができる。 
 
   第五章 雑則 
 （適用除外等） 
第四十五条 前章の規定は、刑事事件若しくは少年の保護事件に係る裁判、検察官、検察事務官若しくは司
法警察職員が行う処分、刑若しくは保護処分の執行、更生緊急保護又は恩赦に係る保有個人情報（当該裁
判、処分若しくは執行を受けた者、更生緊急保護の申出をした者又は恩赦の上申があった者に係るものに
限る。）については、適用しない。 
２ 保有個人情報（行政機関の保有する情報の公開に関する法律第五条に規定する不開示情報を専ら記録す
る行政文書に記録されているものに限る。）のうち、まだ分類その他の整理が行われていないもので、同一
の利用目的に係るものが著しく大量にあるためその中から特定の保有個人情報を検索することが著しく困
難であるものは、前章（第四節を除く。）の規定の適用については、行政機関に保有されていないものとみ
なす。 
 （権限又は事務の委任） 
第四十六条 行政機関の長は、政令（内閣の所轄の下に置かれる機関及び会計検査院にあっては、当該機関
の命令）で定めるところにより、前三章（第十条及び前章第四節を除く。）に定める権限又は事務を当該行
政機関の職員に委任することができ る。 
 （開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等） 
第四十七条 行政機関の長は、開示請求、訂正請求又は利用停止請求（以下この項において「開示請求等」
という。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよう、当該行政機関
が保有する保有個人情報の特定に資する情報の提供その他開示請求等をしようとする者の利便を考慮した
適切な措置を講ずるものとする。 
２ 総務大臣は、この法律の円滑な運用を確保するため、総合的な案内所を整備するものとする。 
 （苦情処理） 
第四十八条 行政機関の長は、行政機関における個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努
めなければならない。 
 （施行の状況の公表） 
第四十九条 総務大臣は、行政機関の長に対し、この法律の施行の状況について報告を求めることができる。 
２ 総務大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 
 （資料の提出及び説明の要求） 
第五十条 総務大臣は、前条第一項に定めるもののほか、この法律の目的を達成するため必要があると認め
るときは、行政機関の長に対し、行政機関における個人情報の取扱いに関する事務の実施状況について、
資料の提出及び説明を求めることができる。 
 （意見の陳述） 
第五十一条 総務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、行政機関の長に対し、
行政機関における個人情報の取扱いに関し意見を述べることができる。 
 （政令への委任） 
第五十二条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 
 
   第六章 罰則 
第五十三条 行政機関の職員若しくは職員であった者又は第六条第二項の受託業務に従事している者若しく
は従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第二条第四項第一号
に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、二
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年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 
第五十四条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な
利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 
第五十五条 行政機関の職員がその職権を濫用し て、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘
密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、一年以下の懲役又は五十万円
以下の罰金に処する。 
第五十六条 前三条の規定は、日本国外においてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。 
第五十七条 偽りその他不正の手段により、開示決定に基づく保有個人情報の開示を受けた者は、十万円以
下の過料に処する。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 （経過措置） 
第二条 この法律の施行の際現に行政機関が保有している個人情報ファイルについての改正後の行政機関の
保有する個人情報の保護に関する法律第十条第一項の規定の適用については、同項中「保有しようとする」
とあるのは「保有している」と、「あらかじめ」とあるのは「この法律の施行後遅滞なく」とする。 
２ この法律の施行前に改正前の行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律第
十三条第一項又は第二項の規定によりされた請求については、なお従前の例による。 
３ この法律の施行前にした行為及び前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの
法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
４ 前三項に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 
 
 

 

 


